[タイトル]

誤振込による預金債権の成否と預金債権の差押に対する第三者異識の訴えの可否
[判決裁判所]

東京高裁
[判決日]

平成三年一一月二八日
[事件番号]

平成二年(ネ)第三八七六号
[出典]

判例タイムズ七七四号一九二頁、金融法務事情一三〇八号三一頁、金融商事判例八八六号二一頁
[事案の概要と判旨]
Xは株式会社「東辰」から事務所ビルを賃借し賃料等をA銀行の東辰の口座に振り込んでいたが、平成元年四月二八日、同五月分の賃料等五五八万三〇三〇円を誤ってB銀行の株式会社「透信」の口座に振り込んだ。透信は事務用品を扱う業者であり、Xとは昭和六一年頃取引はあったものの昭和六二年一月にXがコピー用紙を購入して代金を振り込んで以来取引はなかったところ、Xでは振込業務をコンピューター処理する関係上受取人名をカタカナで表示しており、そのために平成元年五月分の賃料等に限って誤って振り込んだようである。そこへ透信の債権者Yが公正証書に基づいて、透信のB銀行に対する預金債権五七二万二八
九八円を差し押さえたので、Xがその内五五八万三〇三〇円について強制執行の排除を求めた。第一審(東京地判平成二・一〇・二五判時一三八八号八O頁)ではX勝訴。振込によって預金債権が成立するのは受取人と取引上の原因関係がある者からの振込に限られるが、Xと透信の間にはそのような関係はないので透信のB銀行に対する預金債権も成立せず、Xは、透信がB銀行から払戻を受ける前ならB銀行に対して、払戻後であれば透信に対して同額の返還請求権を有する。そして、この返還請求権を根拠に民執法三八条(第三者異議の訴え)を類推して、XはYの強制執行の不許を求めることができるとされた。これに対してYが控訴したのが本件である。控訴審ではXはさらに主張を追加して、振込依頼はXの錯誤により無効なので預金債権も成立しないとして争ったが、この点についてはXに重過失があるので錯誤の主張は理由がないとされた。その上で本判決は「振込金による預金債権が有効に成立するために、受取人と振込依頼人との間において当該振込金を受け取る正当な原因関係が存在することを必要とするか否かも、右預金取引契約の定めるところによるべきであるが、振込が原因関係を決済するための支払手段であることに鑑みると、特段の定めがない限り、基本的にはこれを必要とすると解するのが相当である。……もっとも、現代における振込は、現金に代わる簡便な支払方法として日常的に大量かつ迅速に行われているから、原因関係を欠くとされる場合を広く認めるときは、振込取引の機能を損なうおそれがある。しかし、本件の振込は、前記のとおり明白、形式的な手違いによる誤振込であり、このような振込についてまで、誤って受取人とされた透信のために預金債権が成立するとすることは、著しく公平の観念に反するものであり、通常の預金取引契約の合理的解釈とはいいがたい」として預金債権の成立を否定した。そして、第三者異議の訴えの可否については、Xの振込金がB銀行の透信の口座に振り込まれたとしても透信のB銀行に対する預金債権は成立してないので、その金銭価値は実質的にはなおXに帰嘱しているとし」しかるに、被控訴人〔X一筆者注〕に帰属している右金銭価値が、外観上存在する本件預金債権に対する差押えにより、あたかも透信の責任財産。構成するのとして取り扱われる結果となっているのであるから、被控訴人は、右金銭価値の実質的帰属者たる地位に基づき、これを保全するため、本件預金債権そのものが実体上自己に帰属している場合と同様に、右預金債権に対する差押えの排除を求めることができると解すべきである」として第三者異議の訴えを許した。
